
総務産業常任委員会記録 

 

日  時 令和３年3月 10日（水曜日）15時 00分～16時 07分 

場  所 議員控室 

出 席 者 逢坂委員長、磯野副委員長、船本委員、阿部委員、工藤委員、森議長 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 金木議員、平山議員、小寺議員、村田議員、舟見議員 

事 務 局 豊島局長、嶋元係長 

 

逢坂委員長（開会）15:00～15:00 

 定例会開会中で何かとお疲れのところご苦労様でございます。ただ今から総務産業

常任委員会を始めてまいりたいと思います。 

本日の調査案件でございますが、総務課の羽幌町地域防災計画の改正についてと建

設課の除排雪業務についての２件でございます。 

それぞれ担当課より内容等について説明をしていただき、進めてまいりたいと思い

ますのでよろしくお願いいたします。 

それではまず、１件目の羽幌町地域防災計画の改正について説明を受けたいと思い

ます。早速担当課の敦賀総務課長よりよろしくお願いをいたします。 

 

１ 羽幌町地域防災計画の改正について 

 

説 明 員 総務課 敦賀課長、山田総務係長 

 

敦賀課長 15:00～15:02 

本日は議会会期中の大変お忙しい中、総務産業常任委員会で説明する機会をいただ

きましてまことにありがとうございます。 

羽幌町地域防災計画につきましては、上位計画であります国の防災基本計画及び北

海道の地域防災計画、並びに北海道の水防計画の改正に準じまして見直しを行ってお

り、そのほか町独自の改正といたしまして、今年度整備いたしました羽幌町防災情報

伝達システムにより、離島地区のみならず羽幌町全域に情報伝達できる仕組を構築し

たことなどを踏まえて、計画に反映させるものでございます。 

本日はその内容につきましてご説明させていただき、後日開催いたします羽幌町防

災会議に諮って改正を行う予定でありますので、よろしくお願いいたします。 

なお、本日資料といたしまして今回改正いたします新旧対照表をつけておりますが、

改正箇所全てを説明いたしますとかなりの時間を要しますので、主な改正点のみご説

明させていただきますのでご了承いただきたいと思います。 

それでは詳細につきまして総務係の山田係長よりご説明いたします。よろしくお願



いします。 

 

山田総務係長 15:02～15:20 

総務係の山田と申します。どうぞよろしくお願いいたします。失礼ながら座って説

明させていただきます。 

それでは私のほうから地域防災計画の改正ということで、お配りしております資料 

が３点ございます。 

羽幌町地域防災計画の改正についてということで縦書きで書かれたものと、あとカ

ラーで資料２と資料３ということで、計画編と資料編の新旧対照表をお配りしており

ます。本日についてはこの縦書きの資料１と書かれた資料を使って説明をさせていた

だきたいというふうに思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

まず初めにお伝えする内容として３つございます。 

１つ目が羽幌町地域防災計画について、２つ目が計画修正の趣旨、３つ目が主な修

正事項であります。 

資料の見方としまして、各ページ上段と下段に分かれておりまして、右下に番号を

付しておりますが、そちらをページ数として以降の説明をしてまいりますので、よろ

しくお願いいたします。 

それでは下段２ページを御覧願います。 

まず、羽幌町地域防災計画についてということで、本計画につきましてはこれまで

も説明させていただいているとおりご承知のことと思いますけれども、災害対策基本

法第42条の規定に基づきまして、羽幌町防災会議が作成する災害対策に関する計画で

あります。 

町の区域や町民の生命、財産等を災害から守るということを目的としまして、町域

の災害予防や、災害発生時の応急対策、復旧復興等について、その関わる事務や業務

に関して総合的に定めているものでありまして、本町の防災対策に関する業務につき

ましては、この計画を基本として行っているものであります。 

本計画の内容と致しましては、本編と資料編に分かれておりまして、本編である計

画編では防災組織に関することや災害予防、また災害が発生した場合の応急対策等に 

関することを定めた構成となっております。 

裏面に行きまして３ページを御覧願います。 

この図につきましては、羽幌町地域防災計画の位置付けを図としてまとめたもので

あります。 

本町の地域防災計画は、国の防災基本計画、そして北海道の地域防災計画、水防計

画と相互に関連性を有し、常に連携した計画とする必要があるということから、それ

ぞれの計画との整合性を持たせるとともに、町の地域特性なども考慮した内容となっ

ております。 



本計画を実効性のある計画とするために、避難計画ですとか備蓄計画ですとか、そ

ういったマニュアルなどの策定もできる限り進めているものであります。 

４ページを御覧願います。 

計画の修正経緯ということで本計画につきましては昭和45年に初めて策定しまして、

東日本大震災などから得られた教訓などを基に、平成28年に大幅な見直しを行ってお

ります。 

最新の状況としましては、平成 28 年熊本地震、大雨等災害などにより、平成 31 年

１月に修正をさせていただいたところであります。 

 ５ページ目に移りまして、計画修正の趣旨についてであります。 

ポイントとしては大きく２点ございまして、１点目としましては、道の地域防災計

画並びに水防計画の見直しによるものでございます。 

まず、北海道地域防災計画についてでありますが、近年発生しました災害の検証で

すとか、新型コロナウィルス感染症の発生等を踏まえた国の防災基本計画の修正、各

種制度が見直しされたことによるものですとか、道か実施しております防災総合訓練、

そういった訓練の実施結果を踏まえた内容とするものでございます。 

今回につきましては、令和元年度と令和２年度に修正された事項を反映するもので

ございます。 

また、平成30年９月に発生しました胆振東部地震ブラックアウトにおける検証委員

会、そちらからの提言、報告も踏まえた内容となっております。 

北海道水防計画につきましては、平成31年４月に修正があったのですが、その分の

繁栄、そして今年度については修正はなかったのですが、先の修正から１年半余り経

過しているということで、必要な事項の追加ですとか文言の修正を行っております。  

本町といたしましても、今後の防災対策並びに水防対策の強化を図る観点から、道

の計画にならい所要の修正を行うものでございます。 

次に６ページ目を御覧ください。 

もう１点ですが、羽幌町独自の改正ということで、災害時などの緊急時に町民の皆

さまに迅速かつ確実な情報伝達を目的として、今年度整備しました羽幌町防災情報伝

達システム、防災infoはぼろの運用を踏まえたものであります。 

これまで緊急時のお知らせについては、市外地区においては消防のスピーカー、後

は広報車で職員が回るといったものであり情報伝達が乏しいということ、また、離島

地区で導入しているIP告知システムについても経年劣化が進んでいること、端末の不

足により未設置世帯も出てきているということから、新たな情報伝達手段の整備が急

務でありました。 

町としても検討を重ねた結果、様々な媒体を通じて情報を届けることができる携帯

電話通信網を活用したシステムを選定し、今年度構築させていただいたもので、情報

伝達への位置づけとして本計画へ反映するものであります。 



 

新たな防災情報伝達システムについてはマルチデバイス対応の情報配信となりまして、

個人がお持ちのスマートフォン、携帯電話、またいずれの通信機種も持っていない世

代には専用の個別受信機を貸与し、防災情報等を取得していただくものでございます。 

３月１日から資金運用を開始しまして、運用に向けた課題の抽出、不具合等の解消、

受信確認動作の習慣化等を図って４月１日から本格運用につなげてまいりたいと考え

ております。 

７ページをご覧願います。 

ここから主な修正事項についての説明となりますが、ここからは資料２でお配りし

ております新旧対照表もお配りしているのですが、資料にページを記載しております

ので、ページが多いのですが後ほどご確認いただければということで考えております。 

まず初めに北海道防災会議が設置しました平成３０年北海道胆振東部地震災害検証

委員会からの提言を踏まえたもので、令和元年度の北海道の地域防災計画の見直しに

沿った修正でございます。 

１点目といたしましては、住民の責務に備蓄や訓練の実施を総則に追記したもので

あります。 

新旧対照表では４ページに記載しておりますが、平成３０年９月に発生しましたこ

れまでに経験したことのない大地震と、道内ほぼ全域に及ぶブラックアウトによりま

して物流網が停止し、全道的に食料品や生活必需品が不足する状況が発生しました。 

特に乾電池を買い求める方や、携帯電話、スマートフォンの充電に長い列を作るな

どの報道もなされ、平常時からの備蓄等の備えが必ずしも十分でなかったと言う課題

が浮き彫りとなっており、家庭における備蓄の充実や、非常用電源の確保が重要との

提言に基づく修正であります。 

また自らの身の安全は自らが守るといった自助の意識の醸成、自分は大丈夫だと言

う思い込み、正常性バイアスの払拭を狙いとしたものであります。 

次に２点目ですが、避難所運営に必要な資機材の整備等、町が取り組むべき事項、

避難行動に時間を要する要支援者名簿に関する取り扱いについて、災害予防計画に追

記するものであります。 

災害時における資機材の整備充実として、非常用発電機の整備を町が取組むべき事

項として追加するものでございます。 

また、要配慮者の避難体制に関する事項でありますが、ブラックアウトにより停電

してしまいシステムが使えないということで、要支援者名簿が活用できなかったとい

う風な課題が残されまして、電子データに加え紙媒体でも保管するなど、適切な管理

に努める必要があるというふうな提言を受け修正するものであります。 

災害対策基本法の規定によりまして、災害時にあっては本人の同意がなくても避難

支援等の実施に必要な限度で名簿情報が活用できる旨を追加しておりますが、実際の



運用については関係機関と十分に協議しながら適切な避難支援に努めて参りたいと考

えております。 

次に３点目ですが、災害応急対策計画への追記についてでございます。 

新旧対照表でいいますと４９ページ、５０ページになります。 

避難所の実情に合わせた運営体制の構築として、関係団体との連携強化、避難生活

上の情報提供について様々な手段を用いた情報伝達に努めること、良好な生活環境を

構築するため段ボールベッドの早期導入、衛生面に優れたトイレの配備等が記載され

ています。 

次に４点目ですが、大規模停電に対する予防応急対策として新たに８章として追加

するものであります。 

新旧対照表は７３ページになります。 

地震発生直後、苫東厚真火力発電所が損傷しまして、道内２９５万戸の停電が発生

した事態に浄水施設や水道管の破損、ガソリン等の燃料枯渇などライフラインに大き

な影響を及ぼしました。 

この災害を教訓として、大規模停電災害の未然防止、被害拡大軽減を図るため行政

関係機関による緊密な連携、情報共有ができる体制構築を目指すものであります。 

続きまして８ページに移ります。 

国の防災基本計画等の修正に伴うものでありますが、新旧対照表でいいますとペー

ジが戻りまして２ページになります。 

主なものとしましては、先ほども説明しましたが自らの命は自らが守るという自助

意識の徹底、新型コロナウィルス感染症の発生を踏まえ、感染症対策の観点を取り入

れた防災対策の推進を基本となる事項に追加するものでございます。 

次に災害予防計画に関してですが、町が備蓄すべき物資にマスクや消毒液等の衛生

用品を明示するものでございます。 

新旧対照表では１４ページに記載しております。 

資料１の９ページに戻りまして、こちらについても防災基本計画の修正ということ

になるのですが、災害予防計画への追記ということで、住民に避難行動を呼びかける

周知に関し、安全な場所にいる人まで避難する必要はないこと等の理解促進に努める

事項を追加しております。 

次に災害応急対策計画といたしまして、国の避難勧告等に関するガイドラインが改

定されたことに伴い運用が始まりました警戒レベルを用いた防災情報の提供について

を追記するという修正が道の計画でもなされたことから、本町の計画にも反映するも

のであります。 

そちらの表に図として記載しておりますが、新旧対照表では３３ページ、４６ペー

ジが該当します。 

災害が発生する恐れが高い場合もしくは災害が既に発生した場合については、気象



庁から注意報や警報、市町村から避難勧告、避難指示等の情報が発信されますが、過

去の災害では逃げ遅れて多くの方の命を落とすなど受け手である住民の皆さんに正し

く理解されていたかどうかという課題が残りました。 

こうした背景から、防災情報の意味が直感的に理解でき、それぞれの状況に応じて

避難できるよう、これからは全国統一して災害発生の危険度と住民の方がとるべき行

動を５段階の警戒レベルを用いて伝えることになり、計画の中に新たに加えるもので

ございます。 

１０ページに警戒レベルと警戒レベルに位置付けされている防災気象情報、住民が

取るべき行動等の関係を表に表したものを載せておりますので御覧いただければとい

うふうに思います。 

続きまして１１ページを御覧願います。 

こちらにつきましては、気象警報、注意報の基準改正に伴う改正でございます。 

新旧対照表は３４ページ、３５ページになります。 

近年の災害発生状況等を踏まえ、気象庁では昨年８月に警報、注意報の基準を改正

いたしました。 

洪水警報、注意報基準に関して、流域雨量指数の改良や、基準設定に用いる統計値

の更新により、羽幌町における河川の基準が改正されましたので、本町の計画に反映

しているものでございます。 

続きまして１２ページをご覧ください。 

こちらは令和元年度の北海道水防計画の修正に伴うものでありますが、気象情報等

の種類に警報級の可能性の表記等を加えるものでございます。 

新旧対照表でいいますと４１ページになります。 

気象庁では、平成２９年から雨や風、雪などの気象において、警報発表する可能性

を早期注意情報として発表されます。雨や風、雪、波を対象に警報級の現象が５日先

前まで予想されている場合、高、中の２段階の確度を付して発表しているものですが、

雲などの動きに伴う小規模な大雨や台風や、低気圧接近などの大規模な現象に伴う大

雨等の対策として実際の運用に活用しており、計画に記載して明確化するものでござ

います。 

続きまして１３ページをご覧ください。 

これについては本町独自の改正ということで、迅速かつ確実な情報伝達により住民

の安全安心確保を図ることを目的として今年度整備しました、防災情報伝達システム

整備による修正でございます。 

新旧対処表については記載している各ページを記載しておりますが、計画内におき

まして、情報伝達に関する項目がある部分を反映しております。 

説明は先程申し上げたとおりですので割愛いたしますが、計画では災害対策本部設

置時の公表ですとか、災害情報等の伝達方法について明示しておりまして、４月から



の本格運用に合わせ反映するものでございます。 

続きまして１４ページに移りまして、こちらも本町独自の改正ということになりま

すが、水防関係施設にダムを追加するものでございます。 

新旧対照表で行きますと２７ページになります。 

背景としましては、近年の水害では農林水産業においても甚大な被害が発生してい

ることを踏まえまして、農業用ダムについても洪水調節機能の強化に取組むことが重

要であるとの国の基本方針が示されまして、水系ごとに河川管理者とダム管理者及び

関係利水者とのあいだにおいて治水協定を締結し、事前放流等に取組むことをされま

した。 

町内の羽幌二股ダム及び羽幌ダムについても、令和３年度から取組むこととなりま

したことから、２つのダムを水防関係施設として計画に位置づけするものでございま

す。 

以上が主な修正内容でございますが、このほかにも所要の改正を行うとともに、字

句の修正、表現、内容の整理についても併せて行っております。 

新旧対照表に記載しておりますので後ほどご覧をいただきまして、説明については

省略させていただきます。 

また、資料３にお配りしておりますとおり、資料編の修正ということで行う予定で

すが、旧武道館の用途廃止に伴う指定緊急避難場所からの除外ですとか、土砂災害警

戒区域の指定に伴う追加、組織改編等による内容整理、数量等の時点更新を行ったこ

とによる修正であります。 

こちらにつきましても後ほどご覧いただきまして説明は省略をさせていただきます。 

なお、計画の修正については羽幌町防災会議に図る必要がありますが、今年度につ

きましては新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から書面開催とし、今月中に本計

画の改正案についてご審議いただき、ご決定賜りたいと考えております。 

その後、ご決定いただきました内容について北海道に報告する予定となっておりま

す。 

以上、大変早口で簡単ではありますが防災計画の改正について説明を終わらせてい

ただきます。 

 

逢坂委員長 

はい、ありがとうございます。 

ただいま防災計画の見直し、改正も含めてご説明をいただきました。 

これから質疑答弁等を受けたいと思いますが、発言等についてはそれぞれ挙手にて

お願いをしたいと思います。 

何かございませんか。 

 



－主な協議内容等（質疑）－ 13:46～13:58 

 

磯野副委員長 防災計画の中なのですが、仮に避難が長期に渡った場合、避難場所で

の医療、介護だとかそういう形の…例えば病院との連携みたいな部分

はどこに書かれているのでしょうか。 

 

（休憩 15:22～15:22） 

 

山田係長   お答えいたします。今回の修正の中ではないのですが、計画全体の中

で避難体制の整備計画というところの中で、避難所の位置付けですと

か確保ですとか、そういったところにも記載しておりますし、要配慮

者の避難の関係だとかについても記載をしているというような形にな

っております。 

 

磯野副委員長 改正案の中に載ってないということなのですが、具体的にもうちょっ

と細かく教えていただけますか。医療機関との連携に関して、もしそ

ちらで把握しているものがあればちょっと教えていただきたいです。 

 

（休憩 15:23～15:24） 

 

山田係長   大変申し訳ありません。お配りしております資料２の新旧対照表の中

にですね、５１ページのほうになりますが、医療救護計画ということ

で、これについては道の要綱の制定による修正ということで町の計画

も反映しているものでありますけれども、ここの医療救護計画の中で

医療チームの要請ですとかそういったことをうたっておりますので、

あまりにも長期的な対応になる場合は北海道のほうと連携しながら、

こういった要請だとかも行っていく必要があるというふうに考えてお

ります。 

 

逢坂委員長  ほかにございませんか。 

 

阿部委員   資料１の７ページの避難行動要支援者名簿の複数媒体での保管という

ことで、消防、警察、自主防災組織であったり、社会福祉協議会、民

生委員、福祉事業者、障害者団体のほうとも共有していくということ

ですけれども、避難行動、要支援者となると本当に各町内会とかそう

いったほうと共有することというのはできないのかどうなのかお聞き



したいと思います。 

 

山田係長   お答えいたします。災害対策基本法の改正によりまして、避難行動要

支援者名簿に登録するということの義務付けがされたものなのですが、

当然その名簿の情報ということになりますと、委員がおっしゃったと

おり消防機関ですとか警察に平常時から情報提供するというようなこ

とになっておりますが、その中に民生委員ですとか、町内会長という

のも含まれておりますので、そういった方々にもお渡しをして、緊急

時に備えて平時から行動を見直していただくというか、平時の備え等

考えていただくというような形になっております。 

 

阿部委員   各町内会のほうにも渡すような感じになるということでいいですか。 

 

山田係長   お答えします。現在取りまとめている名簿をですね、これから中身を

協議しまして関係機関に情報提供する形になりますが、町内会長の部

分も含めて、これからどういう形で提供ができるかということも含め

て検討してもらいたいと考えています。 

 

逢坂委員長  ほかにございませんか。 

 

森委員    資料編、資料３の８－８、ここで町が締結している協定ということで、

今は１３団体、企業も含めていろんな形で締結している具体的な中身

が書いてあるのですが、私の個人的な考えも含めて、これは非常に実

際の災害の場合にかなり重要な役割を示すものが多く含まれていると

思います。それで、今回は自ら簡単に説明をしてくれるということで

事前に言った中で私自身が分からないままでいるのですが、その辺が

地域防災計画のどういうところにどういう形で反映されているのか、

ということと、具体的に自分が直接関わった部分でも１０年前のこと

でありまして、名前はそのまま残っているのですが実際の場合にどう

いうふうな形でやっているのかということを行政側が抑えているのか

というようなことの２点について確認をしたいと思いますのでお願い

いたします。 

 

（休憩 15:29～15:33） 

 

 



敦賀総務課長 町が締結する協定の関係、計画がどの辺に載っているかということ。

まず１点目なのですが、計画の中にはそれぞれ燃料なら燃料、食料な

ら食料という形で、まとまって載っている部分がないものですから、

大変申し訳ありません。実際協定が災害時にきちんと動けるのかどう

かというご質問だったと思うのですが、基本的にその辺は私どもも危

惧している部分はございまして、協定はしたけれども協定だけに終わ

っていないかという部分もありますので、その辺実際に災害が起きた

ときにどういうような供給体制になるのかという部分は、うちとして

も各協定先と話し合いをしたいなというふうには協議した経緯はござ

います。その辺も含めまして、今後きちんと実際のときに対応できる

というのが、きちんと流れがわかるような形で整理はしていきたいな

というふうに考えております。 

 

森委員    紙に載っていなければ駄目ということではなくて、機能すればそれで

いいと思うのですが、一般的に実際に私が直接関わった部分のプロパ

ンガスなんかも停電になった場合、道内ブラックアウトの時にもかな

り活躍しているのですよね。そのほか、コカコーラも含めて飲料水そ

の他という部分があって、いろいろなこと書いているのだけれども実

際に役立つという部分では、そういう提携が非常に大きな部分、コン

ビニも含めてあるということがありますので今から入れろというわけ

では無いのですが、どこか総則の中でそういう提携機関との連携を持

って、いろいろな対処をするというものも入れる必要もあるのか、入

れなかったら協力しないというものではないですけどね、受けた側は。

まあちょっと考慮する必要があるかなというのが１点と、今言ったよ

うに例えばプロパンガスの場合ＬＰガス、災害対策協議会現地本部な

んてよく分からないところで、当時私が多分羽幌のＬＰガス協会の支

部の会長かなにか、自分のハンコで押したような気がしますけれども、

これも私自身がどこに連絡すればよいのかということが分かりません

し、それからプロパンガス協会のほうの役員も２年毎くらいに交代で

代わっていくということがありますので、それは常時チェックが場合

によっては必要かもしれませんし、もっと緊急の場合は例えばプロパ

ン屋さんが５件あるので５件直接やるっていうのもあるけど、そうい

う連絡事項があれば本当に混乱して忙しい中で全部の燃料店に電話を

かけるとかそういうのも無駄なような気がしますので、今課長のおっ

しゃったように、一旦整理してスムーズに動けるような形のものを常

時チェックしていくというのが必要だと思うので、答弁はさっきの答



弁で納得して、さらに言っているということでご理解ください。答弁

は結構です。 

 

逢坂委員長  そのほかございませんか。 

 

逢坂委員長  なければ私から２点だけ質問させていただきます。まず、新旧対照表

でもいいのですが、資料２の１４ページに修正事項でも書いているの

ですが、非常電源発電機を整備すると。今のところの計画では何台ど

こに整備するというような計画はできているのかどうかの確認です。 

 

（休憩 15:37～15:37） 

 

敦賀総務課長 お答えいたします。防災備蓄計画のほうでは、発電機につきましては

２１台を指定避難所用ということで各施設に３台準備をするというこ

とで計画をしております。実際の整備する台数につきましては、寄贈

等も含めて２４台整備しております。 

 

逢坂委員長  それで、２４台はいつの年度で整備するかちょっと確認。今年度は予

算に上がってないと思うのですけれども。 

 

敦賀総務課長 失礼しました。発電機につきましてはすでに２４台整備をしていると

いうことで。これまでの予算の中で、順次毎年発電機のほう整備をし

てきておりますので、計画以上のものは達しているという状況でござ

います。 

 

逢坂委員長  ２４台以上は整備しないということで、そういう理解でよろしいでし

ょうか。 

 

敦賀総務課長 現状といたしましては、今目標に達しておりますので、発電機以外に

も必要な資機材というのはございますので、今のところまず発電機は

一旦これで整備のほうは終わりまして、そのほかの資機材で必要なも

のがありましたら、そちらのほうを整備するというような考えで今の

ところは考えております。 

 

逢坂委員長  はい、分かりました。もう１点すみません。これは国の方針だと思う

のですけれども、各自治体に届いているかどうか私も確認はしていな



いのですけれども、テレビ報道で見たのですが、新旧対照表１９ペー

ジにあります、３の避難計画の策定の中に（１）避難指示（緊急）、次

に避難勧告、あと避難準備とかあるのですけれど、テレビの報道では

今後避難指示と勧告が紛らわしいということで、一本化をするという

ような方針がなされたはずなのですよね。これは避難指示で確かまと

まったはずなのですよ。その通知とかそういうのも文書は来てないで

しょうか。 

 

山田係長   お答えいたします。こちらにつきましては避難勧告等のガイドライン

というものが国から出されているものでありまして、この計画につい

ては平成３１年１月の修正のときに変更させていただいたところでご

ざいます。確かに委員長おっしゃるように、警戒レベルでいいますと

避難勧告でもレベル４になるのですが、避難指示（緊急）についても

レベル４ということで、そういったところで住民の方が分かりにくい

というような話題にもなっているという認識もしておりますので、そ

ちらについてはこちらのほうで改めて確認をさせていただきまして、

正しい情報として計画の中に反映していきたいというふうに思ってお

ります。 

 

逢坂委員長  今の答弁で大体分かったのですが、ぜひ国でほぼ決まっているという

ことで防災のほうで、総務省のほうでそういう発言をされております

ので、もし間に合うのであればそういうのをきちんと確認をしてです

ね、できれば新たな防災計画の中に入れたほうがいいと思いますので、

それも含めてそれを例えば今後指示が、勧告がなくなって指示だけに

なると、また計画の訂正をしなければならないので、その辺も含めて

きちんと確認をしていただきたいというふうに思います。よろしくお

願いします。 

 

磯野副委員長 先ほど医療機関の連携の部分でも質問したのですが、資料の中にも食

料調達先ですとか、医療機関っていうのが出てくるのですけれども、

１つ気になるのは薬の調達という連携は取っているのでしょうか。と

いうのは、避難先で当然お年寄りで持病があって、薬がどうしても必

要になったときにそういう調達先というのは連携できているのでしょ

うか。 

 

（休憩 15:43～15:43） 



敦賀総務課長 お答えいたします。基本的にはお薬自体も自分が避難する際に最低３

日分とか持参をしてというのは考え方の中にはあるのですが、やはり

緊急時にはなかなかそうもいかないという部分もあるとは思いますの

で、そういう部分については、計画の中に薬の関係の連携というのは

ちょっと今探してはいたのですがないのかなと。多分そういう医療機

関との連携の中でそういう対応をしていくという形になっているかと

思いますので、その辺を含めてちょっと今後避難所の運営等の中で考

えてはいきたいなと思います。 

 

磯野副委員長 ぜひそれは考慮して何らかの形で。ということは、なかなかその人そ

の人によってカルテもあるだろうし、そうであれば例えば町内の医療

機関の町民のカルテを一括してどこかで管理してといて、避難があっ

たときに例えばその人がお年寄りで自分の容体が言えなくてもその人

のカルテがすぐ見られて、お医者さんもすぐそこで薬を処方できると

いうような方法をとっておくほうがいいのかなというふうな思いなん

ですよ。ぜひその辺も考慮に入れといていただければと思います。以

上です。 

 

逢坂委員長  答弁は良いですか。 

 

逢坂委員長  他にございませんか。ないですので、それでは総務課の分については

これで終了いたします。３時５５分まで休憩します。 

 

（休憩 15:45～15:53） 

 

２ 除排雪業務について 

 

担当課説明 

説 明 員 建設課金子課長、宇野係長 

 

逢坂委員長（15:53～15:53） 

次に２件目の除雪排雪業務についてでございます。担当課より随時説明を受けたい

と思います。それでは担当課の金子建設課長よろしくお願いいたします。 

 

 

 



金子課長（15:53～15:55） 

まず私のほうからご挨拶申し上げます。 

委員の皆様におかれましては、大変お忙しい中説明の時間をいただきありがとうご

ざいます。 

本日は前回２月臨時会にて、１月までの降雪状況および過去の２月以降の降雪状況

を基に除雪委託料を補正したところですが、その後いわゆる爆弾低気圧による暴風雪

や大雪等、想定した業務量を上回る状況となったことから、再度今回増額するものと

なっております。 

なお、補正額については、２月前期時点までの実績及び今年度の気象状況の起伏が

大きいという状況を勘案して補正額を算出しております。 

あくまで２月後期から３月にかけて２月のような暴風雪があった場合でも対応でき

るようなものであり、今回の補正額そのまま委託費となるものではないことをご了承

願います。 

それでは詳細について宇野のほうからご説明させていただきます。 

 

宇野係長（15:55～16:00） 

宇野と申します。よろしくお願いします。座って説明させていただきます。 

それではお配りしております資料に基づき説明いたします。 

先ほど課長のほうからも説明しましたが、２月２日に開催した臨時会において１２

月後半から１月前半までの降雪状況により、除排雪業務に係る予算が不足するという

ことで増額補正させていただいておりましたが、その後２月に入ってから暴風雪が続

いたことなどから、その時点での見込みを上回る状況であるため、さらなる増額補正

が必要な状況となりましたので、その内容について説明させていただきます。 

まず１の除排雪業務予算執行状況についてでありますが、当初予算額①は１億３，

７３９万円で、先の臨時会において増額補正した額②は４，００２万９，０００円で

あり、現在の予算額は１億７，７４１万９，０００円であります。 

それに対して、２月前期１５日までの執行済額④は１億２，５６９万７，０００円

であり、この時点での予算残額⑤になりますが５，１７２万２，０００円となります。

今後の執行見込み額⑥は資料の１番下、３の令和２年度稼働時間実績見込みの２月後

期から３月後期までの稼働時間を見込んでおり、８，７４８万６，０００円としてい

ます。２月前期までの執行済額④と今後執行見込み額⑥を合わせた最終見込み額⑦は

２億１，３１８万３，０００円で、不足額が３，５７６万４，０００円となり、追加

補正額は３，６００万円であります。 

次に２の降雪量についてでありますが、１２月から２月までの月ごとの累積降雪量

を記載しております。 

今年度は１２月が１８１センチ、１月が１５０センチ、２月が１１４センチで、こ



の期間の合計が４４５センチで昨年度の倍近く、ここ５年間で見ても平成２９年度に

次ぐ値となっております。 

最後に令和２年度の稼働時間実績見込みについてですが、市街地区の除雪の合計で

１，９７０時間５５分、排雪の合計で７，９９５時間４０分、原野地区除雪の合計で

２，８２８時間３０分としており、全体で１万２，７９５時間５分としております。 

今後の見込みについてでありますが、追加補正予算提出時点では、２月前期までの

実績しか把握できなかったことから、２月後期以降を見込みとして記載していますが、

現時点で２月後期の稼働実績は集計済みであり、市街地区の除雪で２３７時間程度、

排雪で１，５７８時間、原野地区の除雪で３８６時間、合計で２，２００時間程度で

あります。 

また、今後の見込み額については２月２６日時点で算出しているため、２月後期分

はある程度実数に近いものではありますが、３月分については排雪は３月中旬ごろま

で実施し、その他除雪については暴風雪等が発生した場合を想定し、最大限の見込み

としております。 

最終的な稼働時間はここまでとはならないと思いますが、追加の増額補正であるた

め再度不足が生じないよう、この金額での追加補正とさせていただいておりますこと

をご理解いただきたいと思います。 

明日追加議案として提案させていただきますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

以上説明とさせていただきます。よろしくお願いします。 

 

逢坂委員長 

ありがとうございます。 

ただいま説明を受けましたので、これから質疑答弁を受けたいと思います。 

それぞれ挙手にてお願いいたします。阿部委員。 

 

－主な協議内容等（質疑）－ 16:00～16:06 

 

阿部委員   降雪量が今年は多かったということで２月２日に一度補正をして、ま

た再度明日の追加議案で補正したいということですけれども、過去５

年間を見ますと平成２９年度が１番多かったと思います。最終的な予

算額、契約額をまず教えていただきたいと思います。 

 

宇野係長   平成２９年度の最終的な契約額ということですね。平成２９年度の市

街地区、原野地区の最終的な契約額は、当時と単価も少し違うので一

概に比較はできないですけれども、最終的な契約額は１億７，２２６



万円となっております。 

 

阿部委員   １億７，２２６万円ということで、当時は今よりも多分単価が低かっ

たということでそういった２億を下回るような金額になったのかと思

います。そのときに平成２９年度も同じように大雪だったわけですけ

れども、当然補正で対応していると思いますけれども、補正を出した

回数というのをもし覚えていればお聞きしたいと思います。 

 

宇野係長   お答えいたします。当時はまだ私が担当じゃなかったのですけれども、

確か最終的に３月の定例会の追加議案で足りないぶんを１回補正した

というふうに記憶しています。 

 

逢坂委員長  いいですか。ほかにございませんか。 

 

森委員    前回の補正のときに阿部委員のほうから質問があった内容だと思うの

ですけれども、これも平成２９年だと思うのですが、全国的な大雪で

ありまして、国のほうが緊急に予算を組んで特交だと思うのですけれ

ども、そっちのほうにくれたということがあります。今年度に関して

は、全国的にもやはり同じようないわゆる日本海側だとか、北海道で

いうと特に岩見沢周辺も含めて記録的な大雪ということの中で、今の

段階で国のほうから何かそういうような予算措置の情報が入っていれ

ばと思うので、ちょっとお聞きしたいと思います。 

 

宇野係長   お答えいたします。現時点で国のほうからの交付金、今回この除雪の

交付金が対象となっているのは社会資本整備総合交付金というものな

のですが、そちら当初の交付決定額よりもちょっと正確な金額は今手

持ちの資料にないのですが、若干の追加交付がある予定で、その後追

加の調査も今来ている状況でありまして、最終的にはっきりした額は

今申し上げられませんが、国のほうで何らかの対応を考えているのか

なというふうに考えております。 

 

逢坂委員長  いいですか、はい。他にございませんか。ないようですので私から１

件だけいいですか。前回質問しなかった部分なのですが、３番目の令

和２年度の実績なのですが、見込みなのですが、１２月の例えば排雪

が０時間で、２番に戻ると降雪量が１番多く１２月は降っているので

すよね。雪の量が。それで、１２月の時になぜこれ前期１５日までだ



と思うのですが、できなかった部分、あるいは雪がこの時までは降ら

なかったのか。ちょっとそこだけ確認したいのですが。 

 

宇野係長   お答えいたします。１２月の降雪量はですね、トータルで今１８１セ

ンチということなのですが、１２月前半はそこまでの降雪量じゃなか

ったのですね。それで１番降ったのが１２月１３日、このときに３０

センチほど。それから１２月２０日、これは４０センチ近く。その後

１２月２５日、これも３０センチ近くということで１２月の後半にか

けて降雪量が多くなったということで、前期の１２月前期での排雪と

いうのはこの時点では行わなかったということです。 

 

逢坂委員長  分かりました。それで関連なのだけど、もし降雪量があれば従前であ

れば昔直営だから特に１２月必ず１回はやっていたという記憶を持っ

ているのですが、民営化に移行したあと１２月あまりやらないのかな

と思うのだけれども、その辺の認識は担当課として持っているかどう

か。 

 

宇野係長   お答えいたします。当然１２月の前半で降雪量が多くなれば排雪も必

要な状況となってきますので、早い段階でその辺の検討はしていくこ

とになると思います。 

 

逢坂委員長  分かりました。ありがとうございます。ほかにございませんか。ない

ですので、これで建設課の除排雪業務について終了します。本日の総

務産業常任委員会は全て終了します。ありがとうございました。 


